
1

平成 25年 3月 26 日

平成２５年第 1回定例会 予算特別委員会 討論

都議会自民党 早坂義弘

東京都議会自由民主党を代表し、本特別委員会に付託された議案中、第１号議案、

平成２５年度東京都一般会計予算ほか知事提案にかかわる全議案に賛成する立場から、

また、予算の編成替えを求める動議及び修正案に反対する立場から討論を行います。

今回は、猪瀬知事が初めて「知事」として臨んだ予算特別委員会でありましたが、

都政が抱える様々な課題や今後の都政のあり方などについて、二元代表制の一翼を担

う我々都議会と真摯な議論を交わすことができ、非常に有意義であったと感じており

ます。

さて、我が国の経済は、安倍政権の経済再生に向けた矢継早の政策により、月例経

済報告における景気の基調判断が３ヶ月連続で上方修正されるなど、本格的な景気回

復への期待が高まっています。

こうした中、都の平成２５年度予算案は、これまでの質疑で明らかになったとおり、

税収の増を活用し、都民生活の安全・安心を守る取組を最優先に、首都東京の活力と

魅力を高めるための確かな手立てを講じるものとなっています。

とりわけ、投資的経費については、災害に強い都市づくりや都市を発展させる原動

力となるインフラ整備を積極的に推進しており、９年連続で増加させています。

その一方で、無駄をなくし、施策の効率性や実効性を向上させる自己改革の取組を

徹底するとともに、将来の財政負担を考慮して都債の発行を抑制するなど、中長期的

視点に立ち、財政基盤の強化を図っています。

「施策の充実」と「財政基盤の強化」の両面にしっかりと目配りを効かせたものと

なっており評価するものです。

それでは、本予算案の各分野の重要事項について申し上げます。

まず、都税収入について申し上げます。

復興需要等による企業収益の持ち直しなどにより、２５年度の都税収入は４兆 2,804

億円と、前年度に比べて 3.9％の増を見込んでいます。増加に転じてはいるものの、そ

もそも都税収入は景気変動の影響を受けやすい構造にあることから、引き続き、徴収

率の向上をはじめ、税収の確保に向けた取組を不断に行っていかなければなりません。

また、都財政に大きな影響を与えている法人事業税の暫定措置については、平成２

６年度税制改正において確実な撤廃がなされるよう、引き続き、都と都議会が一体と

なって、国に精力的に働きかけていく必要があることを申し上げておきます。

次に、歳出について申し上げます。

まず、都民生活の安全・安心の確保の取組について申し上げます。
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首都東京の大命題である災害に強い都市づくりでは、木密１０年プロジェクトの推

進等、ハードに対する力強い取組をはじめ、自助・共助の推進に向け、地域の自主的

な防災活動を支援するべく、その中核を担う東京防災隣組の認定を大幅に増やすとと

もに、消防団活動を強化するため資器材整備の充実を図っています。また、木密地域

の不燃化・耐震化を一層加速してくため、老朽家屋の除却を進める様々な支援策が講

じられています。これまで我が党が求めてきた税制面での対応についても、現在、関

係各局で具体的な詰めを行っているとのことであり、実効性の高い支援策を期待する

ものです。

このほかにも、帰宅困難者対策や緊急輸送道路の機能確保など、ソフト・ハード両

面から積極的に施策を展開しています。首都東京の防災力強化に向けたこれらの取組

を着実に推進していくことを望みます。

都民福祉の向上に向けては、喫緊の課題である待機児童対策として、認証保育所の

設置を促進するほか、新たに小規模保育の整備を促進する区市町村への支援を開始す

ることとしています。

１３時間開所や零歳児保育など、大都市の保育ニーズに応える認証保育所が東京の

待機児童解消に果たしている役割は大きく、我が党は、子ども・子育て関連３法に基

づく新たな支援制度において、認証保育所を公的支援の対象とするよう、国に緊急要

望をしたところです。一部には、認可保育所のみを絶対視する向きもありますが、大

都市の待機児童解消は、様々な手段を組み合わせて、総合的に取り組んでいくことが

重要であることを改めて申し上げておきます。

次に、産業の振興について申し上げます。

足元の景気には明るさが差してきましたが、都内の中小企業を取り巻く経営環境は

未だ厳しいものがあります。とりわけ、中小企業金融円滑化法の終了に対し、多くの

経営者が不安を募らせています。本予算案には、窓口相談体制の強化や専門家による

経営改善計画の策定サポート、新たな制度融資メニューの追加など、中小企業の経営

や資金調達の安定化に向けた支援策が盛り込まれています。

また、アジアの市場拡大に伴い、積極的に海外市場に進出する中小企業をサポート

するため、海外販路の開拓支援を充実させるほか、外国での実用新案の出願や複数国

での特許・商標等の取得費用の助成など、海外における知的財産権の活用を支援する

こととしています。このほか、地域の活性化に不可欠な商店街振興については、「新・

元気を出せ！商店街事業」などにより、国の事業と連携しながら、商店街の意欲的な

取組を引き続き支援しています。

こうした取組に加え、雇用就業対策についても一層の充実が図られています。若年

者の雇用環境を改善する取組のほか、障害者の更なる雇用促進、高齢者や女性などの

就業ニーズに応じた支援など、あらゆる年齢層を対象にきめ細かな支援を実施してい



3

ます。

首都東京の活力の源泉である中小企業を支え、地域を活性化し、雇用機会の創出に

繋がるこれらの施策を迅速かつ確実に実施するよう求めるものです。

次にまちづくりについて申し上げます。

都市基盤の整備は、都市の機能や利便性だけでなく、産業の活性化や国際競争力の

向上にも資するものです。国は緊急経済対策により公共事業を積極的に推進し、景気

の押し上げを図ることとしています。公共事業には、とかくバラマキや無駄と言った

批判がついて回りますが、必要な社会資本の整備と更新は着実に進めていかなければ

なりません。都においては、首都圏三環状道路の整備や東京港、羽田空港の機能強化、

道路・橋梁の長寿命化対策など、社会的必要性や緊急性が高く投資効果の大きい事業

を厳選し、重点的に財源を振り向けています。また、一日も早い完成が望まれる八ッ

場ダムについては、知事から、「首都圏の治水や利水の安全度を高めることは政の根幹

であり、国はダムを早期に完成させる責務がある」という認識が示されました。ダム

完成に向けた力強い取組で、首都東京のインフラ整備の着実な推進を求めるものであ

ります。

次に、教育・スポーツ振興について申し上げます。

学校教育において、知・徳・体をバランスよく育てることが大切であることは、こ

れまで我が党が繰り返し主張してきたところです。本予算案では、児童・生徒一人ひ

とりの確かな学力の定着・向上を図るため、学力向上パートナーシップ事業や東京ベ

ーシックドリルの作成などの新たな取組を行うこととしています。また、理数教育を

推進するため、理数フロンティア校の指定などの取組を通じ、理数に対する児童・生

徒の興味・関心を高めていくこととしています。

こうした新たな施策の展開は、新たな社会を切り拓き、我が国の将来の発展を担う

人材育成には非常に効果的であり、大いに期待するものであります。

２０２０年オリンピック・パラリンピック招致における、先のＩＯＣ評価委員会の

視察では、東京の計画の優位性や大会開催運営能力の高さはもとより、オールジャパ

ン体制で招致レースに臨む我が国の姿勢や熱意をしっかりと委員に伝えることができ

たのではないでしょうか。心配されていた支持率も７０％を超え、招致を勝ち取るた

めの準備は整いました。国家間の熾烈な競争を勝ち抜くためにも、引き続き総力戦で

プロモーション活動を展開していかなければなりません。残り半年、我が党も全力で

支援してまいります。

以上、平成２５年度予算案に関連して申し上げました。

都議会自由民主党は、責任政党として、都民が豊かで安心できる生活を実感できる

よう、都民の暮らしや命を守る施策を着実に前進させるべく、ひたむきに取り組んで

いくことをお誓い申し上げ討論をおわります。


